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平成２４年度一般会計予算特別委員会会議録 

平成２４年３月１６日（金） 

（開 会）１０：００ 

                                 （閉 会）１３：２９ 

○委員長 

 ただいまから平成２４年度一般会計予算特別委員会を開会いたします。「議案第２号 平成

２４年度飯塚市一般会計予算」を議題といたします。第１１款 公債費から第１２款 予備費、

２２６ページから２２７ページまでの質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑がないようですから、第１１款 公債費から第１２款 予備費についての質疑を終結い

たします。次に歳入についての質疑に入ります。１３ページから４４ページまでの質疑を一括

して許します。はじめに質疑通告されております、１３ページ、滞納状況と特徴について宮嶋

委員の質疑を許します。 

○宮嶋委員 

 まず１３ページの市税というところで、滞納状況と特徴ということですけれども、２番目の

差押状況と対応というところと関連しておりますので、まず差押状況、資料の２ページに出し

ていただいておりますので、この資料説明からお願いいたします。 

○納税課長 

 資料の２ページをご覧いただきたいと思います。市税にかかるそれぞれの債権別の差押状況

でございます。市税全体の差押件数につきましては、表に記載しておりますとおり、平成２０ 

年度、２１年度、２２年度と減少しており、平成２２年度は２１年度と比較しまして差押件数

は市税全体で６０８件、対前年比約２２．８％減の２,０５６件、差し押さえによる納入額は

約２７００万円、約２６．７％増の約１億２８００万円となっております。 

○宮嶋委員 

 なかなか差し押さえ額もいろんな状況が出てきておりますが、この差し押さえをされる基準

というか、手順というか、それをお願いいたします。 

○納税課長 

 差し押さえを行う基準でございますが、まず納期内に納付をされていない方に対して督促状

を発送いたします。督促状を発送した後も納付がない場合、文書催告を発送いたしますが、そ

れでも納付されない方には呼び出し状、差押予告、差押警告、必要であれば電話連絡等も行い

ます。しかしながら何ら連絡もなく納税相談等にも全く来庁されない方、その他、分納誓約等

において定期的に納付するという誓約書が提出されたにもかかわらず誓約が守られていない等

の納税に対する意識が薄いもしくはないと判断される場合に、法令に基づく預貯金調査をはじ

めとして各種財産調査を行います。その結果、担税資産があり滞納処分が可能であると判断さ

れる場合に、税負担の公平性等の観点も踏まえまして法の規定に基づいて差し押さえを行って

おります。 

○宮嶋委員 

 最初に文章催告を出されるのは、納付期限が切れてどのくらいの期間が経ってからになりま

すか。 

○納税課長 

 まず督促状を発送する日でございますが納付期限から２０日後、それから１０日経って後に

催告を発送する形になります。 

○宮嶋委員 

 催告状を出して、それでも連絡等がない場合、呼出状というのはどの時点で出されますか。 

○納税課長 
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 これらの呼出状とか差押予告、またさまざまな警告等もございますけども、これはいついつ

までにというふうなことは規定されておりません。そのときそのときの状況によりまして出し

ておる状況でございます。ただし督促とかそういうものについては法的な取り決めがございま

す。 

○宮嶋委員 

 ２０日後に督促状を出して、その１０日後に催告状を出して、そのあとは状況を見てという

ことで、どういう条件なのかわかりませんけど呼出状を出される。その後に呼出状を出されて

も応じられない場合には、いま電話連絡とかそういうのはとってあるんですか。 

○納税課長 

 必要であれば電話連絡等も行いますし、また電話連絡をしても出られないということも多々

ございます。 

○宮嶋委員 

 例えば催促状を出される期間から差し押さえに至る期間はどのくらいになるんですか。 

○納税課長 

 単純に言いまして、納付期限から１カ月以上はかかりますし、それから財産調査等々も行い

ますので、一定の期間ということではございませんが、１カ月以上はかかるということでござ

います。 

○宮嶋委員 

 最速で１カ月ということですね。じゃあ差し押さえの内容なんですが、何回も言っておりま

すが、給与とかいうのは会社のほうに話されて収入全額は押さえられないという法律になって

いると思いますが、その辺の説明をお願いします。 

○納税課長 

 給料の差し押さえについてでございますけども、給料を差し押さえするということになりま

すと、どうしても会社側と連絡をとってそして給与の額とかそういうものを調査するというふ

うなことになります。そうしますとどうしても滞納者の方の立場等々もございますので、基本

的にはまず最初に預貯金調査をすると、それで納付していただくというふうな形をとっており

ます。従いまして、どうしてもというふうなことであれば給与調査をして給与差し押さえもし

ますけれど、できるだけ給与調査というのは立場を考えまして、飯塚市としましてはその前に

預貯金調査のほうでそれを処分徴収するというふうな形で考えております。 

○宮嶋委員 

 それでも平成２２年度は１３７件の方が押さえられているわけですね。この方の場合は預貯

金とか生命保険とかの他の物件がなかったということですかね。 

○納税課長 

 そのとおりでございます。 

○宮嶋委員 

 給与の場合はその方が最低限生活できるお金を引いて、その差額を差し押さえするというふ

うになっていると思いますが、それで間違いありませんか。 

○納税課長 

 給与を差し押さえる場合はそういうふうに控除すべきものを控除したなかで差し押さえ可能

額というものが出てきますので、その分を差し押さえしている状況でございます。 

○宮嶋委員 

 あと預貯金の問題なんですが、今どこも現金で給料を渡してるところというのはほとんどな

いと思うんですが、すべてこういう銀行なり郵便局の口座に振り込まれていて、ここに振り込

まれたことで納税のほうは預貯金だということで、あくまでも預貯金だということで差し押さ

えをされるんですが、その方の本当にぎりぎりの生活費が入ってるということがあります。今
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こういう銀行振り込みだというような時代になって、なおかつ預貯金だということで差し押さ

えられるということはちょっと理不尽じゃないかと思いますが、その辺を変更されるというこ

とはないんでしょうか。 

○納税課長 

 預貯金調査をした上で預貯金を差し押さえるわけでございますけども、毎回これは申し上げ

ておりますけども、その前段でご相談等があればいいんですけども、納税課といたしましても

差し押さえを目的として仕事をしているわけではございません。事前に相談等々があればそう

いうことはしなくて済むということでございますけども、どうしても連絡がとれない、納付さ

れない、もうどうにもならないということでしておるわけでございます。また差し押さえする

場合は、当然全額をしないといけないというふうに法的な決まりがありますので、それに基づ

いてやっておるわけでございます。そして本人から申し出がありまして生活が苦しいとか、ま

た給与だけしか入ってないんだというようなことの申し出がありまして、協議したなかで今後

の分納等々の解消に向けての協議が整いましたら返還等も行っておりますので、そこら辺はご

理解願いたいと思います。 

○宮嶋委員 

 納税のほうの悪い方も確かにいらっしゃるでしょうけど、例えば差し押さえたお金をですね、

それで慌てて駆け込んでこられる方が多いんですが、返納していただくのに随分時間がかかる

んですよ。ここにどうしても生活費でこれだけしかないと、ぜひ返してください。そのときに

返済する相談をされて、このくらいずつなら今後なんとか戻しましょうっていうんですけど、

じゃあそのとき差し押さえたお金が１週間後とか、もうちょっとかかるんですかね、そのくら

いしか戻ってこないですが、これがもっと早く、お金がなくてほんとに明日食べるお金もない

ぐらい困っている方もその中にいっぱいいらっしゃるんですけど、そういう方のためにもっと

早くお金が戻ってくるというシステムがつくれないのかどうか、お尋ねします。 

○納税課長 

 いま現在まず銀行のほうで差し押さえをしましたら、銀行のほうから一度市のほうにお金が

入ってきます。そしてそれからそれを確認した後に返金するというふうな形をとっております

けども、どうしてもそれがやはり金融機関等との処理の関係もございまして、いま委員申され

ますように１週間から１０日かかる場合がございます。その辺は十分に滞納者の方にもご説明

を申し上げておりますので了承はしていただいておりますけども、そこら辺をもう少し金融機

関とも話をしまして、いま委員が言われましたような方向で金融機関とも協議したいと思いま

す。 

○宮嶋委員 

 差し押さえたお金に色がついているわけないから、そのお金をさっち返さないかんというこ

とやないからですね。何とかその辺をやっていいただきたい。税金はきちっと納めてある方の

ことも考えるとやはり滞納っていうのはよくないんで、きちっと税金を集めていただきたい。

ただし、その税金を納める市民の方があっての飯塚市ですので、その方の心に寄り添った納税

をやっていただきたいっていうことを申し添えて、終わります。 

○委員長 

 次に、１７ページ、「保育所運営費保護者負担金推移について」、宮嶋委員に質疑を許しま

す。 

○宮嶋委員 

 １７ページ、民生費負担金、保育所運営費保護者負担金の推移について、お尋ねをいたしま

す。資料を出していただいております。３ページ。資料の説明をぜひお願いいたします。 

○保育課長 

 保育費保護者負担金は保護者が負担します保育料でございます。保育料の表の中の調定額及
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び徴収額が年々増加していっておりますが、その要因は入所見込み児童数の増と、それと保育

料の高い３歳未満児の入所数が近年増加していることが大きな要因と考えております。この表

の中にはございませんが、予算計上しています２４年度につきましても公立私立広域入所の年

間延べ入所合計数が２３年度の当初と比べますと、２３年度が３８,７００人でございました

が、２４年度の見込みは３８,８５０ということで、１５０人ほど増加の見込みがあります。

合計で２４年度についても６０７万６千円の増加で計上いたしております。またこの資料の表

の中で、公立保育所にかかる調定額及び収納額がいずれも減額になっているのは、これは公立

保育所の民営化に伴います入所児童数の減によるものでございます。 

○宮嶋委員 

 少子化が叫ばれている中で、保育所に預けられる子どもさんの数がふえているということの

ようですが、この要因というか、どういうふうに考えてありますか。 

○保育課長 

 昨今の景気あるいは雇用情勢の悪化する中で、やはり共働きの方々がふえている状況がある

というふうに考えております。 

○宮嶋委員 

 この中で子どもを預けて仕事に出られなければならないというようなことがふえているとい

うようなことですが、３歳未満とかそういう子どもさんの数と大きい方の数といえば小さい子

の数がふえているので、この金額がこんなに大きくなっているんでしょうか。 

○保育課長 

 所得層によっても所得に応じてかけているということで、一概には言えませんが所得の状況

に応じて入って来られる方の保護者の所得状況に応じまして、保育料が決定されるわけござい

ますので、そういうこともあります。 

○宮嶋委員 

 小さい子どもを預けて働かないといけないというご家庭もふえているということですので、

ぜひ安心して子どもさんを預けて働けるような保育所運営をお願いして終わります。 

○委員長 

 次に、１８ページ、「同和会館人権啓発センター使用料について」、宮嶋委員に質疑を許し

ます。 

○宮嶋委員 

 １８ページ、総務使用料、同和会館人権啓発センター使用料ということで、これも資料を

４ページに出していただいておりますので、この資料の説明をお願いいたします。 

○人権同和政策課長 

 資料にお示しいたしております同和会館人権啓発センター使用料及び利用者数の施設別内訳

ということで、資料を出させていただいております。この説明につきましては、同和会館につ

きましては立岩会館ございますが、これにつきましては年間利用者といたしまして３,２０９ 

名、使用料見込みといたしまして３９,３００円となっております。人権啓発センターのほう

でございますが、穂波のほうが１８万６６７２円、利用者見込みといたしましては５,９２７ 

名でございます。それから筑穂のほうが年間利用者数として２,６８４名、使用料見込みとい

たしまして６５,８８０円、人権センター合計で２５万２５５２円となっており、同和会館と

人権啓発センターの合計といたしまして２９万１８５２円を見込んでおります。 

○宮嶋委員 

 この表を見ますと、減免件数というのが、全体の件数というのが書いてないんですが、ずい

ぶん減免が多いような、減免額がすごい金額、使用料の金額の数倍というようなかたちになっ

ておりますが、この減免が多いのは何ででしょうか。 

○人権同和政策課長 
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 減免件数が多いということで、その理由といたしましては、飯塚市同和会館及び人権啓発セ

ンター条例施行規則第６条、使用料の減免で定めております使用料の減免基準及び減免割合と

いたしましてまず第一に、市が主催しまたは共催する事業に使用するときは１０割減免でござ

います。２番目といたしまして、会館等の設置目的と目的を同じくする団体が利用するときに

も１０割減免と。３つ目にその他、市長が減免することが適当と認めたときという場合は５割

減免となっておりますことから、同和会館、人権啓発センターにつきましてはいま申し上げま

した１番目と２番目の利用が多いため、減免件数が多いという結果になっておるところでござ

います。 

○宮嶋委員 

 今の減免の条件の中の１番っていうのは、市が主催し共催するというのは、他の公共施設で

もこういうふうなあれがあると思うんで、これは問題ないと思うんですが、２番目の設置目的

と目的を同じくする団体が使用するときというふうに言われておりますが、この設置目的って

いうのは何ですか。 

○人権同和政策課長 

 人権センターの設置目的といたしましては人権同和問題の速やかな解決に資することを目的

とするということで、そういうことを目的といたしております関係団体につきましてはですね、

そういうことで認識をいたしておるところでございます。 

○宮嶋委員 

 特に人権問題、どうしても同和が常につくんですが、人権といったらもっとたくさんの人権

問題があるわけですよね。同和問題に限らず他の人権問題についても、こういう活動されてい

る方にはこういう適用ができるんでしょうか。 

○人権同和政策課長 

 ご指摘のとおりいろいろな、さまざまな人権侵害の問題がございますので、関係団体につき

ましては同様の取り扱いになるものと思っております。 

○宮嶋委員 

 どうしても人権問題っていうふうに言わないで同和をつけないといけないのかなと、特別扱

いやないかなとここでも思います。多くの方がこういうことで活動されていると思うんですが、

特定の団体だけにこういう減免を、特に１０割減免、ただにするということはちょっとおかし

いんじゃないかなと思いますが、どういう団体が使われておりますか。 

○人権同和政策課長 

 主に関係団体といたしましては、部落解放同盟飯塚市協議会、あるいは飯塚市人権・同和教

育研究協議会、あるいは嘉麻飯塚桂川地区社会人権・同和教育担当者協議会などの団体でござ

います。 

○宮嶋委員 

 その他の団体で使われることはないわけですね。減免にならない、いわゆる通常の料金を払

ってあるのが、ここの表では何件あるのかちょっとわかりませんが、どういう方々が使ってあ

るか、お願いします。 

○人権同和政策課長 

 市の主催、共催の事業につきましては１０割減免でございますので、それ以外で有料のもの

につきましては一般の方が行われてありますダンス教室とかあるいは健康体操、あるいは俳句

等のサークル活動等や、また労働組合の会合などにも使用されておるところでございます。 

○宮嶋委員 

 いわゆる公民館活動みたいな部分でされている部分ですね。有料とおっしゃいますけど、だ

いたいどのくらいの費用が徴収されているんでしょうか。 

○人権同和政策課長 
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 人権センターにつきましては３館ございまして、それぞれの料金設定がございます。例えば

立岩会館につきましては、午前、午後、夜間という区分帯におきまして一番広い所で平日で

２,８６０円と、午前中でございますが。それから穂波につきましてはここにつきましても午

前、午後、夜間という区分帯で一番広い大会議室につきましては午前中は１,３６０円という

設定になります。筑穂につきましては、ちょっと区分帯の設定が違いますけれども、５時間未

満ということで大会議室は８００円というような料金設定になっております。 

○宮嶋委員 

 公民館使用料、これこんなにどうして各館によって金額が異なるのか。この料金設定は規定

というのはないんですか。 

○人権同和政策課長 

 合併後旧１市４町の使用料、全ての施設にもいえることでございますが、使用料の見直しと

いうことでですね、検討を重ねておるところでございますけれども、公民館につきましては平

成２２年度に１時間単位の料金設定に改正をしたところがございますが、隣保館につきまして

は現在ですね、料金設定については統一をしていくような形で現在検討を重ねておるところで

ございますので、ご理解のほどよろしくお願いしたいと思います。 

○宮嶋委員 

いわゆるそこの立岩公民館にお聞きしたんですが、いま言われたように平成２２年から午前、

午後、夜という、３つのくくりでしていたけれども利用しやすいようにということで、時間単

位に変えられたそうですいま大きい部屋の話をされたんで４階の大広間ですね。あそこで１時

間１,０５０円という設定になっているそうです。それと比較して時間がいろいろ違うんで、

比較にはなりませんけれども、これはきちっと空いている時間帯は、公民館を使うときに本当

にどこもいっぱいで使えないことがいっぱいあるんですよね。特に立岩公民館の場合は、使え

なくなった部屋があったりしておりますので、どうしても公民館を探すときがものすごく大変

な状況があるんですが、広くやっぱりこういう立岩会館だとか、解放センター、そういう運動

目的ではないことで使えるんであれば、もっと皆さんが使いやすいように、そしてこういうふ

うにどこで使っても金額的に差異がない、こういうふうにしないと何かちょっとおかしいんじ

ゃないかなと思います。公民館の場合はそれぞれ合併した際に、いろいろ差もあって、使い方

も差があったと思うんで、平成２２年に統一されたということです。この人権啓発センター等

についてはいまどうするか考えているということですが、これもやっぱり運動団体の方と相談

しないといけないので、時間がかかるんでしょうか。 

○人権同和政策課長 

 そういうことでは決してございませんので、鋭意検討中でございますので、できるだけ早い

時期に整理してまいりたいというふうには考えております。 

○宮嶋委員 

 やっぱりちょっと不透明なところがたくさんあります。迅速にやっていただきたい、そして

もし空いている時間があるんでしたら、やっぱり市民の方に利用していただけるように、特別

に何か使いにくいような状況になっているんじゃないかなと思いますので、ぜひ立派な場所が

あるんですから、皆さんに使っていただけるように早急にお願いいたします。 

○委員長 

 次に、１９ページ、市営住宅使用料について、梶原委員に質疑を許します。 

○梶原委員 

 おはようございます。１９ページ、使用料、手数料、市営住宅使用料についてお尋ねをいた

します。本市には相当数市営住宅があるわけですけれども、やはり家賃の滞納とかいろんなも

のがあろうと思います。その中で本市の家賃の収入状況、それから滞納状況はどのようになっ

ているか、お尋ねいたします。 
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○建築住宅課長 

 平成２３年度の決算ができておりませんので、平成２２年度の決算状況でちょっと説明をさ

せていただきたいと思います。まず、住宅使用料の現年度分でございますが、調定額が６億

４３２１万１６００円に対しまして、収入済み額が５億９３６２万９６００円で収納率が９２．

２９％となっております。また、過年度分、滞納分でございますが、これにつきましては調定

額１億５９２８万２０３４円に対しまして収入済み額が１８４３万５００円で収納率１１．５ 

７％となっております。 

○梶原委員 

 今の説明を聞きますと２２年度分で約５千万円の滞納ということで、それから過年度分の徴

収率においては約１割くらいしか収納できていないというようなことですけれども、その背景

にはどのようなことがあるのか、そういった原因は把握してあるのか、お尋ねいたします。 

○建築住宅課長 

 その原因ということですが、まず第１点には平成１８年に合併をいたしました。そのときに、

住宅使用料の統一を図ったわけでございますが、使用料が上がる方につきましては、激変緩和

措置ということで３年間の傾斜をかけて使用料を徴収したわけでございます。そのときに少し

ずつ毎年３年間かけて上がっていくわけでございますが、２１年度から通常家賃になるように

しておりました。もう１点、住宅が新築移転される場合も使用料が上がるということでござい

まして、新築の場合は５年間の傾斜で使用料を徴収することとしております。６年目に本来の

家賃になるために使用量が年々ふえていくということも原因の一つかとは思っておりますが、

もう１つ、平成２０年以来の経済不況によります離職、それから収入の減なども原因の一部で

はないかと考えております。 

○梶原委員 

 使用料の統一で全体を合わせるということですけれども、その中で少しずつ毎月払う部分が

上がっていくと。それから長引く不況によって収入の減等で家賃が払えないというようなこと

を把握をしておられるようですけれども、そうは言っても、やはり何らかの形で改善をしてい

かなければならないと思いますけれども、いま滞納されている人たちに対してどのような対応

をされているのか、お尋ねいたします。 

○建築住宅課長 

 滞納に関しましては、１、２カ月程度は督促状を送りまして、３カ月を過ぎると催促状、そ

れでも支払いがないという場合には訪問して徴収に行っております。訪問しても徴収できない

もの、または呼び出しにも応じない悪質な滞納者に関しましては、明け渡しの訴訟を起こし退

去勧告を行っております。それから、その後和解する者もおりますが、裁判所にも出廷せず、

退去勧告にも応じない者につきましては、強制執行を行うという形でございます。今後予想さ

れます悪質な家賃滞納者につきましても同様の措置をとりまして、市営住宅管理の適正化に努

力していきたいと考えております。 

○梶原委員 

 悪質な方には明け渡しの訴訟などを行っていくということですけれども、なかなかそれに至

るまでにはいろんな努力をされておると思います。そんな中で、まあ他の市税の滞納の部分に

つきましても、いろんな形の差押えとかあるようですけれども、住宅についてはどのような形

の訴訟があるんでしょうか。 

○建築住宅課長 

 使用料の納付につきましては、先ほども答弁いたしましたように、督促状、また催促状を送

付し納付指導を行っておるわけでございます。納付指導によっても、なお納付がない場合、ま

た来庁指示書を送付し滞納者と面談の機会を設け、滞納解消の協議を行っておりますが、来庁

指示にも応じない場合は、明け渡し期限を定めた市営住宅使用許可取り消し通知を送付するこ
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ととしております。この通知による明け渡し期限までに明け渡しが履行されない場合、また滞

納住宅使用料の未納の場合に裁判所へ市営住宅の明け渡し訴訟を提起するものでございます。

訴訟の提起に際しましては、滞納の月数の長短によってのみではなく、再三の納付指導、そし

てまた分割納入にも応じないなど、支払いに対して誠意を示さない滞納者に対して行っており

ます。 

○梶原委員 

 いろんな形で努力をされておるようですけれども、そんな中で徴収する場合に職員の方が夜

間訪問とか、いろんな形で行っておられるようですけれども、そんな中でやはり夜間に行くと

いうことは残業もつくわけでしょうし、市営住宅の家賃をいただきに行かないかん部分にまた

経費がかかるというような形で、やはり二重の苦しい部分の財政状況に置かれるのではなかろ

うかと思います。何らかの形で改善をしていただきながら、家賃滞納を減らしていただいて、

前もどなたか質問をされておりましたけれども、市営住宅の修繕がなかなか思うようにいかな

いというような現状になっておるようでございますので、しっかり滞納の部分に対して改善を

されて市営住宅の修繕等に使っていただければと思っております。滞納については、やはりみ

んなで取り組まなければいけない問題であろうと思っておりますので、その辺は担当の課だけ

ではなくて全市挙げて取り組んでいただきたいと思っておりますので、しっかり尽力していた

だきたいと思います。終わります。 

○委員長 

 次に、１９ページ、市営住宅の空家募集状況について宮嶋委員に質疑を許します。 

○宮嶋委員 

 １９ページ、土木使用料、市営住宅の空家募集状況についてお尋ねします。空き家状況とい

うことで、これも資料を出していただいております。資料５ページですね。この中で募集があ

っているわけですが、今年度でいけば平均で９．６５％という公募の倍率が出ている、約１０ 

倍近い倍率になっておりますが、これだけ多くの方が本当に市営住宅の入居を希望して待って

あると思うんですが、この結果についてどういうふうに考えられておられるか、お願いします。 

○建築住宅課長 

 公営住宅の果たす役割と経営の２つの観点から、またさらに公営住宅の管理の適正化、効率

化を推進し、住宅に困窮する低所得者の求める要求に的確に応えられる状態をつくる必要があ

ると考えております。また、現在本市における使用住宅は、県内類似団体の管理戸数と比較し

ましても管理戸数の面からはその使命を十分に果たしているのではないかと考えております。

また、その中でも住宅に困窮する低所得者の方がある状況から、さらに入居の適正化、効率化

を推進する必要があると思っております。また、当面は効率的な修繕を心がけまして、入居率

を高めていきたいと考えております。 

○宮嶋委員 

 この倍率は平均だと思うんですが、倍率の高いところ、低いところ、応募をかけてもないと

いうところもあるかもしれませんが、そういうところの説明をお願いします。 

○建築住宅課長 

 平成２３年度の募集状況で見ますと、募集率が高いのが新弁分団地の６０倍から８０倍とい

う形になっております。反面、募集率の低い団地といたしましては、年４回の募集で吉北団地

とか目尾第二団地などの二階建ての住宅でございますが、申し込みが１件から２件、そういう

状況が続いております。ときには、申し込みがないということもございます。 

○宮嶋委員 

 確かに便利がいいところと、不便なところということだと思いますが、本当に吉北団地、目

尾団地でいけば回ってみて本当に空き家が多いです。これで、特にいま住み続けられている方

は高齢の方、若い方もいらっしゃいますけれども、高齢の方が多くて、あそこは買物に行くに
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も便利が悪いということで、なかなか新しい方が入られないんだと思いますけども、やっぱり

地域づくりという観点からもね、もう１つこの住宅問題をぜひ考えていっていただきたいと思

いますし、いま２階建の話がありましたけど、昭和３０年４０年代につくられた１戸の２階建

ですね。だからそのお年寄りの方は、１階が台所と居間が続いたような部屋が６畳かちょっと

プラスアルファぐらいの部屋があるんですが、ほとんどそこだけで暮らして、この階段を利用

していないという状況もありますので、こういう建物については、本当に入り手もなくて、一

棟丸々つぶせるようなところは、つぶして何か新しくつくるとかそういうことも、ぜひ検討し

ていただきたいというふうに思います。空き家住宅が、４５４戸ということで空いていまして、

募集にかかる戸数と空き家の戸数が随分違うんですが、その辺の説明をお願いいたします。 

○建築住宅課長 

 募集につきましては、年に４回公募で募集しております。その段階で空き家につきましては、

一般的な経緯といいますと４５４戸中の大体通常空家というのが９３戸ございまして、それを

修理して公募にかけるという状況でございまして、大体１回の公募で３０から４０戸の間で修

繕をいたしまして、大体平均的にその程度の数を公募をかけているという状況でございます。 

○宮嶋委員 

 資料でいきますと、公募停止、政策空き家２８１戸といういこというのがありますが、これ

はもう募集をかけないよと、政策で募集をかけないよということでしょうけれども、どういう

地域の住宅なのか教えてください。 

○建築住宅課長 

 市営住宅は、ご存じのとおりストック活用計画をもとに計画して建てかえ、また補修という

ようなことを行っております。その中で大体計画の中では、住宅の戸数を３,９００戸から

４,２００戸程度に減らしていこうというようなことで計画をしております。それで建て替え

を予定している分につきましては、公募を停止いたしまして、そこにはもう入れないというよ

うな政策をしておりますので、その住宅が現在２８１戸空いているということでございます。 

○宮嶋委員 

 建て替えということんなると、相田団地かなと思いますが、それ以外に白旗団地は今どうい

う状況になっているんですか。 

○建築住宅課長 

 計画の中では白旗団地も建て替えの計画がございますが、現在のところは相田団地のほうを

優先させて建て替え計画をしていこうということでございますので、白旗団地につきましても

募集の停止をしているところでございます。 

○宮嶋委員 

 相田団地が１０年ぐらいかかって建て替えということを聞いておりますので、その後に白旗

団地を建て替えられる予定ですか。 

○建築住宅課長 

 市営住宅につきましては、委員もご存じのとおり７１団地、４,４００戸からの団地がある

わけでございますが、それを計画的に建て替え、修繕をしていくということは大変財政的にも

厳しい状況がございます。その中で一応相田という形で今言っておりますが、並行してできた

らやっていける部分は、並行して何棟かとかどこの団地かという形で計画できれば、実施をし

ていきたいというふうには考えております。 

○宮嶋委員 

 白旗団地も空き家が随分ありますけれど、これも２８１戸の中に入ってますか。 

○建築住宅課長 

 入っております。 

○宮嶋委員 
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 何年先になるかわからない建て替えのために、空けているんですかね。 

○建築住宅課長 

 先ほども言いましたように、一応建て替えの計画のある分につきましては、公募は行わない

という形で決めております。 

○宮嶋委員 

 いつになるのかわかっていての時点ならともかく、そんなに早くから公募をかけないという

ふうに、空き家にしておけば家賃が入ってこないわけですよね。ぜひ、もっと補修費を、先ほ

どの梶原委員の方からお話もありましたけれども、滞納家賃を集めて補修をかけてというよう

な話でしたけれど、お金はどこかから違うお金が出てくるのかもしれませんけれど、空き家を

そのままにしていけば、家は痛むわけですよ。住んであることで痛む部分もありますけど、自

然にほったらかしておくと、やっぱり主のいない家はだめになりますんでね、２、３年先に建

て替えですよということがわかっているのに入っていただいたら、また建て替えのときにいろ

いろと問題点があって難しいところもあるかもしれませんけれど、今いつになったら建て替え

るかわからない状況の中では、空き家を応募される方があるわけですから、もうちょっと検討

していただいて募集をかけていただきたいと思いますし、補修できるものは積極的に補正して

いただいて、おいていたら１円も入ってきません。家賃を滞納される方もあるかもしれません

けれど、家賃収入というのが入ってくるわけですから、ぜひその辺検討していただきたいと思

いますが、ご決意はいかがでしょうか。 

○建築住宅課長 

 委員の指摘のとおり、たくさんの住宅が空いているわけでございます。その中で、計画とい

いますか、７１団地を長い目で見てといいますか、長期的な展望に立って、今は計画をしてる

ところでございますので、その中でまた見直しをするような時期がやってくるかと思います。

そういう中でそのような状況がまだあるということであれば、また検討する必要もあるかと思

っております。 

○委員長 

 次に１９ページ、旧同和住宅空き家状況について、宮嶋委員に質疑を許します。 

○宮嶋委員 

 １９ページ、土木使用料ということで、同和向けの住宅ですがこれも６ぺージに資料を出し

ていただいております。同和住宅の戸数と入居率、また同和向けというふうについてあります

ので特別に資格とかいうのがいるのかもしれませんが、そういう基準、そういうものをお願い

します。 

○建築住宅課長 

 現在、同和向けとして指定しております住宅につきましては２１団地で３４２戸ございます。

全体で７１団地、４,４２３戸のうちでございますが、そのうちの同和向け住宅の２１団地、

３４２戸のうちの５５戸が現在空いている状況でございますが、５５戸のうち１４戸につきま

しては、補修費が多額になるなどの理由のために、いま募集のできないような状況の住宅がご

ざいますので、４１戸が入居可能な戸数となっております。現在の入居率といたしましては

８３．９％でございます。入居の方法でございますが、この同和向け住宅の募集方法につきま

しては、空き家が発生した場合に、関係団体に募集の案内を送付いたしまして、入居希望があ

れば一般公募と同様の資格審査を行いまして、入居資格、収入基準を満たしている申請者であ

れば、推薦を依頼しております。推薦を受けた申込者に対しましては入居手続きを経て正式な

入居という形になります。 

○宮嶋委員 

 空き家募集の状況の資料もいただいておけばよかったなと反省しておりますけど、この

４１戸について昨年度当初から４１戸空いていたのか。昨年度募集を何戸かけられたのか教え



１１ 

てください。 

○建築住宅課長 

 昨年度より今年度の方がふえておりますが、空き家の推移といたしましては、２１年度が

３５戸でございまして、２２年度が３９戸、２３年度が５５戸となっておりまして増加傾向に

あります。 

○宮嶋委員 

 空き家は２３年度５５戸で、今入居可能なのが４１戸ということですね。空き家募集をかけ

る数というのは今の数でいいんですか。 

○建築住宅課長 

 ４１戸が入居可能という形でございます。 

○宮嶋委員 

 平成２３年で５５戸と言われたのは当初５５戸あって、現在が４１戸、そのあと入られて

４１戸が入居可能な戸数というふうなことで理解していいいんですか。 

○建築住宅課長 

 先ほども説明いたしましたが、現在５５戸がありますが、その中の１４戸については、補修

費が多額になるとか、入れない事情があるというようなことを含めて１４戸がそういう形で募

集できないような住宅がありますと。そういうことで４１戸だけは入居可能ですよということ

でございます。 

○宮嶋委員 

 だめなのがあるんですね。その４１戸についてですが、今年募集をかけられたんですか。 

○建築住宅課長 

 募集については、常にそういう形で空き住宅についての情報というのは流しております。 

○宮嶋委員 

 これは、いわゆる一般向け住宅と違って、情報を流しておりますと言われましたけれど、市

民にはこういう応募のお知らせとかいうのはないわけですね。 

○建築住宅課長 

 同和向け住宅につきましては、関係団体に流しているわけでございまして、一般の公募のよ

うな取り扱いはしておりません。 

○宮嶋委員 

 関係団体というのがまた出てきますけれども、この団体に今４１戸空き家があって、応募し

ていいですよということをされたと思うんですが、応募があったんですか。 

○建築住宅課長 

 今までの推移でいいますと、２１年度に４戸、それから 22 年度２戸、２３年度は４戸とい

うふうになっております。かなり同和向けとして指定しております住宅につきましても、老朽

化が進んでおりまして、なかなかやっぱり部屋が狭いとか使いがってが悪いとかいう形でかな

り公募が少ないというのが現状でございます。 

○宮嶋委員 

 かたや一般向け住宅に関しては１０倍からの倍率があって、もう本当に多いところは何十倍

という倍率があって家を探してあるわけです。同和向け住宅に関してはこれだけ空いています

よと、狭いだとかいろいろありますけれど、それはもう一般向け住宅も一緒ですよ。４１戸空

いていますよっていうのに、関係団体からの紹介がないといけないということでいくと、この

関係団体の方がもっと積極的にこの空き家を埋めるための努力をしてくださればいいですけれ

ども、４１戸も空いてるのに２３年度でいったら、４戸しか応募がなかったと。本当に上三緒

なんか行くと今狭いと言われましたけれど、広い同和住宅、それも結構立派な住宅が空き家に

なったままっていうのが、見受けられます。どうしてもその関係団体の方の許可をもらわない
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と募集ができないんですか。その辺ちょっとお願いします。 

○建築住宅課長 

 同和向け住宅の一般公募ということでございますが、これにつきましては関係団体の方と話

をいたしまして、平成２２年度には一般公募を２戸実施しております。そのような形で今後も

そういう一般公募を視野に入れながら、協議・調整をしていきたいと考えているところでござ

います。 

○宮嶋委員 

 同和向け住宅ができた経緯っていうのは詳しくはわかりませんけども、やっぱり住環境の整

備だとか低所得者の方が多かったとか、そういうことで特段の配慮があって、補助金とかの関

係もあって同和住宅で建てられたと思うんですが、もうこれだけ空き家があるのに応募がない、

こういう状況であれば特別に同和向け住宅だということで特別扱いする必要はないんじゃない

かなと思いますので、団体との協議とかいうのがあるとどうしても先に先にいってしますんで

すが、もう建てるときの補助金だとか、特定目的の建物だから一般に開放したらいけないとい

うようなことはないと思うんで、ぜひ他の住宅と同様に募集をかけていただきたいと思います

が、その辺どうでしょうか。さっきから人権同和政策課のほうの公民館、人権啓発センターで

もそうですけども、関係団体と協議しながらというのがここ何年も続いていると思うんですよ

ね。他のことでは行財政改革だと言って、どんどん市民の声も聞かないまま進んでいる部分も

あります。こういうふうに良い方向に向かうんだったら、ぜひ積極的に市がイニシアチブをと

って前に進めていっていただきたいということを申し上げて終わります。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １１：００ 

再 開 １１：１０ 

委員会を再開いたします。２１ページ、ごみ処理手数料について宮嶋委員に質疑を許します。 

○宮嶋委員 

 ２１ページ、衛生手数料、ごみ処理手数料というところで、このごみ処理手数料の推移につ

いてお尋ねをいたします。 

○環境施設課長 

 お手元の資料７ページのほうに掲載いたしておりますが、平成２１年度から２３年度の決算

見込みで掲載いたしております。指定ごみ袋等の売り上げにつきましては、平成２１年度が

５億１７５１万４千円、平成２２年度で５億６９８万４千円となっています。対前年度比で申

しますと約２．０％の減、平成２３年度におきましては５億６５３万１千円を見込んでおり対

前年度比で申しますと０．０９％の減、ほぼ横ばい状態ということになっております。平成

２１年度に指定ごみ袋等の値上げで増収になっておりますが、その後は売り上げが低減してき

た状況でございます。これにつきましては循環型社会を目指したリサイクルの浸透や核家族な

どの要因によりまして、今「大」のごみ袋から「中」のごみ袋へ、あるいは「中」のごみ袋か

ら「小」のごみ袋へと移行が進み、ごみの排出量が減ってきているという理由ではないかとい

うふうに判断しております。 

○宮嶋委員 

 ごみ袋の排出量も減ってきているということで、ごみ袋代も下がってきているということで

すけども、ごみの量が減ればごみ処理費用が少なくなるというふうに思いますが、費用が少な

くなった分を、平成２１年に値上げをされましたけど、ごみ袋代を値下げするという考えはあ

りませんか。 

○環境施設課長 

 ごみ処理を行います清掃工場、クリーンセンターにつきましても平成１０年から稼働をいた
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しておりますし、建設当時と比べまして維持管理費等に多大な費用を要しております。今後も

施設の老朽化の更新によります通常の点検整備の増大及び平成４０年まで稼動を予定しており

ます施設の延命化等にかかわります平成２２年度からの大規模整備を、現在年次計画的にして

いることから多大の費用が見込まれるというふうに考えております。確かにごみ処理量が減れ

ばコークス等の燃料費等は減ってまいりますが、しかしながら特にコークスにつきましては近

年の目まぐるしい国際情勢の影響で購入価格が安定しておりません。特に中国産に依存してお

ることから価格の変動が大きく不安定であり、先が見通せないという状況でございます。この

ような状況から清掃工場で使用いたしますコークス等の燃料費につきましては、今後におきま

しても単価の変動幅があり、長期的な展望として楽観できるものではないというふうに考えて

おります。一方、指定ごみ袋等の価格でございますが、ごみ処理経費の３分の１程度というこ

とを踏まえたなかで、現在、家庭系のごみ袋「大」が７０円でございますが、ここ３カ年のご

み処理経費の３分の１を見てみますと平成２１年度で９５円、平成２２年度で１０９円という

ふうになっております。年々、処理経費が増大しているという状況でございます。このような

ことから、ごみの燃料化、リサイクルの推進及びごみ処理にかかる経費につきましては、適正

化を図るために値下げの考えは持っておりません。 

○宮嶋委員 

 ごみ処理経費の３分の１というのはどこから出てくるのかわかりませんが、飯塚市が独自に

考えられた案だと思いますが、ごみ袋代を値上げするときはコークスが随分高くなって燃料代

が高くなるというようなことがあって値上げされたわけです。本来ごみ処理というのは、いわ

ゆる市民全般に係るものは税金で賄うというのが税金の大原則でありますので、本来はごみ袋

代というのをとるべきではないというふうに考えますが、ぜひともこの分でごみの量が減って

いって本当に経費が減っていくものなら、今のところ考えていませんということでしたけど、

ごみ袋の値下げのこともぜひ検討していただきたいというふうに申し添えて終わります。 

○委員長 

 次に２３、２４、２５ページ、社会資本整備総合交付金について宮嶋委員に質疑を許します。 

○宮嶋委員 

 ２３ページの総務費補助金ということで社会資本整備総合交付金というのがあります。資料

を出していていただいております。資料８ページですね。この説明をお願いいたします。 

○中心市街地活性化推進課長 

 資料の８ページをお願いいたします。社会資本整備総合交付金につきましては、国土交通省

所管の地方公共団体向け個別補助金を１つの交付金に原則一括しまして、地方公共団体にとっ

て自由度が高く、創意工夫を活かせる総合的な交付金として平成２２年度に創設されておりま

す。その内容は道路とか治水、下水道、都市公園、市街地整備、住宅、住環境整備といった政

策目的を実現するため地方公共団体が作成しました概ね３年から５年の計画期間であります社

会資本整備総合計画に基づきまして目標実現のための基幹的な社会資本整備事業のほか、関連

する社会資本整備やソフト事業を総合的、一体的に国が支援するものでございます。補助率は

５０％でございますが、１番上に掲げております都市再生整備計画事業だけは通常４０％、た

だし中心市街地活性化認定地区では４５％ということになっております。次に、本市の社会資

本整備総合計画につきましては、提出資料のとおり計画期間を中心市街地活性化基本計画期間

の５年間にあわせまして、中心市街地活性化のための２１事業を掲載し、社会資本整備総合交

付金として支援を受けるようにいたしております。平成２４年度につきましては、この表の右

側に予算額を計上しております事業につきましても交付金をお願いするものでございまして、

交付金総額は１億１９７２万６０００円を予定いたしております。 

○宮嶋委員 

 たくさんの内容がありまして、よくわかりにくいんですが、この中心市街地活性化の、今月
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末に提出されるということですが、これが通らないとこの事業すべてができないということに

なるんですか。 

○中心市街地活性化推進課長 

 ほとんどの事業ができないということになってまいります。 

○宮嶋委員 

 例えばその中心市街地、いま出されている原案の中で、この部分については認められないと

か、この部分については内容を変更して補助金が出るというようなこともあるんですか。 

○中心市街地活性化推進課長 

 基本的には社会資本整備総合交付金は、地域を設定しておるわけではありませんので、計画

をつくろうと思えばつくれないことはないかもしれませんけども、基本的に中心市街地の認定

を受けないとできない事業、例えば市街地再開発事業とか暮らし賑わい再生事業、吉原町１番

地区再開発事業、ダイマル跡地の分とか土地区画整理事業とかこういった大きな事業について

は中心市街地活性化の認定が前提となった事業でございますので、もうそういった事業自体が

できないというような形になってまいります。 

○宮嶋委員 

 例えばこういうたくさんの事業がありますけど、そのうちこの部分はできないと、１つでも

欠ければこれ全体がだめになるのかどうかということを聞きたいんです。 

○中心市街地活性化推進課長 

 一つ一つにつきまして個別に相談をしたなかで、どういった補助金がいただけるかというの

は相談しないとはっきりはわからない部分がございます。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １１：２１ 

再 開 １１：２１ 

委員会を再開いたします。 

○中心市街地活性化推進課長 

 これは一体的な計画として提出することになっておりますので、その中が一部だけ悪いとか

良いとかいう形にはなりません。事前にもう九州地方整備局、国交省のほうと協議を積み重ね

ながらこういった補助をお願いしたいということで協議をいたしておりますので、そういうこ

とでご理解をよろしくお願いしたいと思います。 

○宮嶋委員 

 計画を出されたのは全部わかりますけど、この中で全部が全部、地元の関係者の方とかの合

意がとれなくて、できなくなって１つが欠けた場合に全体として出された分が生きるのか、こ

の分はできませんでしたということができるのかどうか、お聞きします。 

○中心市街地活性化推進課長 

 この計画の中で少し変更があった場合につきましては、ある程度柔軟な対応ができるものと

いうふうには考えております。 

○委員長 

 次に２４ページ、女性特有のがん検診推進事業費補助金について守光委員に質疑を許します。 

○守光委員 

 ２４ページ、国庫支出金、衛生費補助金、女性特有のがん検診推進事業費補助金についてで

すが、３月の一般質問でがん対策に触れたので１点だけお聞きしたいんですけれども、この金

額が若干減っているという部分と、国が今後これを続けていくのかどうかだけお聞きしたいと

思います。 

○健康増進課長 
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 女性特有のがん検診つきましては、今のところ平成２４年度までは継続して国の補助金が交

付される予定でございます。それ以降については今のところ未定でございます。 

○守光委員 

 この金額が若干減っている分は、お願いします。 

○健康増進課長 

 金額の減につきましては今までの実績から見て推計しておりますので、年度によっては増減

がございますけども、平均的なものとしてちょっと減少傾向にありますので減っております。 

○守光委員 

 わかりました。ぜひとも国が本年度までということになっていますけど、きのうも上野委員

が言われていたんですけれども、前柴田議員からもですね、私もこの女性のがん対策に対して

は賛成ですけども、女性の立場をしっかり引き継いでいただきたいというご要望もいただいて

いますので、特にこの中の子宮頸がんに関しては単発的にやっても効果がありませんので、国

がこれからどうこうということもありますけども継続してやるということが本当に大事なこと

でありますし、年々増える医療費の対策にもなりますので、ぜひとも飯塚市としては今後も続

けていただきたいということを要望して終わります。 

○委員長 

 次に２７ページ、私立保育所運営費負担金について宮嶋委員に質疑を許します。 

○宮嶋委員 

 この２７ページ、民生費負担金については歳出のほうでお聞きいたしましたので取り下げい

たします。 

○委員長 

 次に２８ページ、子どものための手当負担金について宮嶋委員に質疑を許します。 

○宮嶋委員 

 ２８ページ、民生費負担金、子どものための手当負担金というところで、これも９ページに

資料をつけていただいておりますので、大まかなこの資料の説明をお願いいたします。 

○児童育成課長 

 まず表の９ページでございますが、１番上段に平成２４年２月から３月までの子ども手当、

特別措置法のときの負担割合で金額を出しております。中段に平成２４年４月から２５年１月

までの政府案の割合で金額を算定いたしております。昨年と比較しまして変わったところとし

ましては負担割合、特に中学生が全額国庫負担でしたが、地方のほうで６分の１ずつ負担する

ようになりましたので、市の負担も前年と比較しまして約３９００万円ほど増額しております。 

○宮嶋委員 

 この子ども手当はいろいろ制度が変わってわかりにくいと思いますが、子ども手当の未申請

者、申請がまだ済んでないという方が全国で１１％いるというような報道もあっていますが、

飯塚市での状況はどういうふうになっておりますでしょうか。 

○児童育成課長 

 昨日時点で受給者が９,１４３人のうち申請されてない方が８５人で全体の０．９３％とい

うふうになっております。 

○宮嶋委員 

 この方たちは３月３１日までに申請をしていないと受けられないというようなことになって

いるのではないかなと思いますが、いかがですか。 

○児童育成課長 

 本来、３月３１日までに申請をしないと１０月まで遡ってもらえませんでしたが、昨日ニ

ュースや新聞報道等で民主党と自民党、公明党３党合意の中でその期間まだ手続きをしていな

い方がいらっしゃるということで９月まで延長になったというふうに聞いておりますが、課と
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いたしましては引き続き未申請者の勧奨をしていきたいというふうに考えております。 

○宮嶋委員 

 全国的にこういう状況があるので、いろんな動きが、国のほうの動きが出てきているんだと

思いますが、どういうふうな方法で関係者の方に周知が行われているのか。本当に３月３１日

過ぎても大丈夫なのかどうかというのはちょっとわかりませんけれども、周知の方法をお願い

いたします。 

○児童育成課長 

 現在まで市報に３回程度子ども手当の制度や申請の案内をいたしております。それからホー

ムページや庁舎モニター等を使っておりますが、個別に１１月に全員に書類を発送いたしてお

ります。また２月３日に未申請者の方に申請勧奨の通知を発送して、３月１日にまた再度申請

書を発送いたしております。今後につきましては、９月まで延長になるということもあるかと

思いますが、残りも少なくなってきておりますので、できる限り電話等でも申請の勧奨をして

いきたいと思っております。 

○宮嶋委員 

 お金がいっぱいあっていらない方もいらっしゃるというような声も聞かれますけれども、知

らないでせっかく苦労して子育てしてあって、情報っていっぱいあるけれど、本当に知らない

方はいらっしゃるんですよね。ぜひ、皆さんに周知徹底していただいて、本当に利用できるよ

うな方法をとっていただきたいということを要望して終わります。 

○委員長 

 次に３１ページ、緊急雇用創出事業臨時特例基金事業補助金について、宮嶋委員に質疑を許

します。 

○宮嶋委員 

 ３１ページ、労働費補助金ということで、これも資料を出していただいております。１０ 

ページですね。これの説明をお願いいたします。 

○商工観光課長 

 緊急雇用につきましては、ただいま委員が言われましたように１０ページに資料を提出させ

ていただいておりますが、この事業は平成２０年度から実施しております。平成２０年度から

平成２２年度は実績、平成２３年度、そして２４年度につきましては当初予算で上げさせてい

ただいておりますが、合計で４億９６８万５０３６円の事業費、そして実人員が７０２名、述

べ雇用日数が４１,２４４日となる予定でございます。 

○宮嶋委員 

 この仕事がないときに大変な数字が上がってきておりますので、ぜひこれも多くの方がきち

っと受けられるように皆さんに周知徹底していただいて、本当に困ってある方、新しい方に新

規雇用が生まれるようによろしくお願いします。 

○委員長 

 ３５ページ、市有地土地貸付料について、上野委員に質疑を許します。 

○上野委員 

 財産収入、財産貸付収入３５ページ、市有土地貸付料についてお伺いをいたします。いただ

いている資料の４ページの中ほどにリサーチパークの貸付料の変更の記載があります。代表質

問で私触れておりましたので、議案第３４号の付託されておりました経済建設委員会を傍聴さ

していただいて、内容については大体わかりましたが、１点だけ確認をさせてください。この

飯塚リサーチパークの第７区画に限っては、平成１５、６年度に特定地域開発就労事業の雇用

受け皿整備事業を活用して、建設整備をされたものであって１０年間売却できない。この区画

に限った措置ということで理解をしていてよろしいですね。 

○企業誘致推進室主幹 
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 そのとおりでございます。 

○委員長 

 次に３５ページ、市有土地・建物貸付料について宮嶋委員に質疑を許します。 

○宮嶋委員 

 ３５ページ、財産貸付収入、市有土地・建物貸付料についてお尋ねをいたします。市有土地

貸付料の内容についてお尋ねをいたします。 

○管財課長 

 市有土地の内容についてということでございますので、管財課所管分についてご説明いたし

ます。管財課所管分につきましては３３０４万４千円のうち２０９７万４千円になります。内

容は市有土地を住宅敷き、電柱敷きとして貸し付けする際の貸付料になり、３８２件を計上い

たしております。そのほかの分といたしまして、雇用能力開発機構の組織、平成２３年１０月

１日で組織の改編が行われておりまして現在、名称が高齢・障害・求職者雇用支援機構への貸

付料１０１１万９千円が主なものでございます。また、新規貸し付けといたしまして、自動販

売機設置貸付分として４件、２９万６４３４円を計上いたしております。 

○宮嶋委員 

 次に市有建物貸付料、これについての内訳をお願いします。 

○管財課長 

 予算計上額２４７２万３千円のうち管財課所管分につきましては、８２２万９千円になりま

す。内容といたしまして１件目といたしまして、長尾１１２８番地１の１部に旧ＡＬＴ住宅の

貸付料になります。これは平成２１年に一般公募により決定いたしまして、貸付期間は１年更

新になり、貸付料は年額の２１万６千円になります。２件目といたしまして、筑穂支所庁舎

４階フロアの貸し付けになります。これは平成２２年にプロポーザル方式の公募により決定し、

貸付期間平成２２年６月から平成２７年３月までの約５年間で貸付料は年額４９２万７６００ 

円になります。現在、行政システム九州株式会社が利用しております。また自動販売機設置貸

し付けにかかる分といたしまして、平成２２年度入札によるものとして５件、９７万８８２６ 

円、平成２３年度、今年度３月９日実施いたしました入札分といたしまして２０件、２１０万

７千円を計上いたしております。 

○宮嶋委員 

 筑穂支所の４階フロアを、庁舎問題で聞いたときに貸し付けをしているということでしたけ

れども、４９２万７６００円これを２７年まで契約で借りておられますんで、その後どうする

かということもぜひ検討していただきたいと思うんですが、やはり庁舎として、市庁舎の機能

として使うということで、効果的にこの５００万円ぐらいのお金が入ってくるのがいいのか、

このために他の庁舎を広げたりするようなことになったほうがいいのか、ぜひその辺、この

５年間が終わる前にぜひ検討していただきたいということを申し述べて終わります。 

○委員長 

 次に３６ページ、市有土地売払収入について、宮嶋委員に質疑を許します。 

○宮嶋委員 

 ３６ぺージ、不動産売払収入、市有土地売払収入ということであがっておりますが、その内

訳をお願いいたします。 

○管財課長 

 市有土地売払収入についての内容でございますが、予算計上額１億９２００万円のうち管財

課所管分といたしまして、１億７千万円になります。２４年度の一般競争入札９件分と価格公

示売却分７件を予定しております。一般競争入札といたしましては、鯰田篠田これは従前より

入札を行っております。それから菰田五穀神公園西側の市有地、旧愛生苑跡地、庄内赤坂駐在

所跡地ほか５カ所を予定しております。なお、管財課以外の分といたしまして残りの２２００ 
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万円につきましては、建築住宅課所管の青葉台団地用地売却収入を計上いたしております。 

○宮嶋委員 

 旧愛生苑跡地というのがありますが、ここは何かに使うというような予定とかそういうもの

はまだ全然立っていないんでしょうか。 

○管財課長 

 旧愛生苑跡地につきましては、利活用検討委員会の中でも検討をいたしておりますが、建物

敷きでございますので、そういった活用もないことから原則建物付きで売却を行うということ

になります。 

○宮嶋委員 

 今は管財課の所管の分だけでしたので、これにプラス住宅課のほうで青葉台用地の売却とい

うのがあるそうですのでその辺の説明をお願いいたします。 

○建築住宅課長 

 青葉台の宅地分譲につきましては、建築住宅課のほうで所管をしておりまして、旧庄内町時

代に開発しました６５区画の分譲地でございます。１９年度以降、販売できておりませんでし

たので平成２２年度に分譲価格の見直しを行いまして、区画の面積あたりの見直しを行いまし

て、今年度１件販売をいたしておりまして、現在約１０区画が分譲済みでございます。現在も

販売に向けまして調整中の物件が１件ある状況でございますが、２４年度につきましては４区

画の２２００万円の予定をして計上さしていただいております。 

○宮嶋委員 

 課の入り口に冊子がおいてあるのを見かけますけれども、こういう経済状況の中ではちょっ

と場所的にもなかなか厳しいということで売れにくいと。ちょっと区画が広すぎるというのも

あって、その辺の整理をされたんだと思いますが、今どういうＰＲをされているのでしょうか。 

○建築住宅課長 

 現在まで今委員が言われますように、所管課の廊下に冊子をおいてＰＲするとか、ホームペ 

ージあたりで告示をしている程度でございまして、今年につきまして現地説明会なども実施を

いたしておりますが、なかなか売れないというのが現状でございますので、平成２４年度につ

きましては市報をはじめ、またシティ情報誌というのがございますので、そういうものに掲載、

それから住宅販売メーカーあたりに周知をするなど宅建協会などとの協定を結びまして販売促

進に向けたＰＲの強化をしていきたいということで考えております。 

○宮嶋委員 

 市役所のほうでセールスに回ってもらうというのがあるのかどうかわかりませんけど、ぜひ

有効にこの土地が使えるように、宅地としてが一番いいんでしょうけど、置いたままにしてお

ったら草刈りだとか経費もかかりますので、ぜひ努力をお願いしたいというふうに思います。 

○委員長 

 次に、４０ページ、「幼稚園通園バス利用料について」、宮嶋委員に質疑を許します。 

○宮嶋委員 

 ４０ページ、雑入の幼稚園バス利用料の推移についてお尋ねいたします。 

○学校教育課長 

 資料にありますが利用料実績ということで、平成１９年度から平成２３年度、平成２４年１ 

月末現在ということで推移を掲載させていただいております。導入しました１９年につきまし

ては１０月以降でございますので、利用料そのものは少ないと。２０年度、２１年度、２２年

度と進むに従いまして、利用料が減少していっている。このことは利用者が減少していってい

るということになろうかと思っております。 

○宮嶋委員 

 幼稚園の子どもの数が減っているんではなくて、バスを利用する人が減ってきているという
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ことでいいんでしょうか。 

○学校教育課長 

 そのとおりでございます。 

○宮嶋委員 

 その利用者が少ない理由というのがわかりますか。 

○学校教育課長 

 この幼稚園通園バスにつきましては、庄内幼稚園と頴田幼稚園で利用しているものでござい

ますが、このバスが庄内地区は庄内地区だけの運行、そして頴田につきましても頴田地区だけ

の運行になっております。ただし、入園者につきましては庄内、頴田ともに以前と比べまして

それぞれの地区以外、庄内地区以外ですね、頴田地区以外から通う入園者がふえているという

ことが１つの要因としてあげられますし、もう１つは公立幼稚園におきましても一時預かり保

育、２時から４時ぐらいまでの一時預かり保育を実施しておりますので、その利用者がかなり

ふえてきておりまして、その方たちは帰り、送迎といいますか、保護者の方が送迎に来られる

ということでバスを利用しませんので、その関係上この利用料が減少してきているということ

と、学校教育課では分析しております。 

○宮嶋委員 

 幼稚園は今後認定こども園ということになると思うんですが、こうなったときにバスをどう

されるのか。例えば保育所に通う子どもも乗れるようになるのか、その辺をお尋ねします。 

○学校教育課長 

 認定こども園になった際のバスの運行でございますが、これが公立の保育所と幼稚園のあり

方検討委員会の答申では、認定こども園になったと同時に廃止するという方向でございました

が、説明会や要望書等が上がってまいりまして、教育委員会といたしましては平成２５年度

１年間は、認定こども園になりまして１年間はバスを運行すると。２６年度から廃止すること

にしております。これにつきましては答申の中でもうたわれておりましたが、保育所はバスは

ございません。今度認定こども園になりましたら同じ場所に通うことになりますが、片一方は

通園バスがあって片一方はないというような状況が生まれてくることもありますし、またこの

通園バスにつきましては、先ほどから言っておりますが、頴田と庄内地区のみで幸袋幼稚園に

は通園バスがないというようなこともありますので、総合的に考えまして認定こども園になり

まして１年間は運行するという計画でいま進めております。 

○宮嶋委員 

 今まで利用されていた、保護者や子どもも入れ替わってくるわけですけども、保育所、幼稚

園を統廃合されて通う所は遠くなってバスも廃止になったということでは、今から幼稚園、認

定こども園に預けようとする親御さん大変困られるんじゃないかなと思います。ぜひそういう、

保育所にはありませんからということですけども、保育所に通っている子どもたちも利用でき

るようにすればうんと乗れるし、くくりがあってどうしても頴田だけ庄内だけというふうなこ

とで都合が悪ければ、少し足を延ばしてバス停をつくるというような努力をして、廃止先にあ

りきでなくて、そういうご検討を今後ぜひやっていただきたいと思いますが、いかがでしょう

か。 

○学校教育課長 

 もう既に方針として出しておりますので、その方向で向かう、やるということで進めてまい

りたいと思っていますので、協議等につきましては今後する予定はございません。 

○宮嶋委員 

 どうですか、今後も子どもたちのことを考えたらですね、そういう検討をする考えは教育長

ありませんか。 

○児童社会福祉部長 



２０ 

 いま認定こども園のことについて言われていますので、私のほうから、保育所のことで言わ

れておりましたけど、保育所の子どもさん達を全部お迎えするというかたちになりますと、保

育所はお母さんたちの仕事場と近い所にありますので、もう保育所の子どもを全部迎えに行っ

たら多分午前中くらいにはなると思いますので、それはできませんので、認定こども園になっ

た施設を全部見ますとバスで迎えに行っている所はございませんけど、教育委員会の会議の中

で１年間だけは延長させていただきたいという話になっておりますので、ご理解していただき

たいと思います。 

○宮嶋委員 

 その子どもを全部乗せようということじゃなくって、希望があればということですけども、

答えは一緒なんでしょうけど、そういうことを要望して終わります。 

○委員長 

 次に４２ページ、「児童クラブ利用料について」、宮嶋委員の質疑を許します。 

○宮嶋委員 

 ４２ページ、雑入で児童クラブ利用料です。これについて資料を出していただいております。

この資料の説明をお願いいたします。 

○児童育成課長 

 出しているとおり３カ年の入所児童数、調定額、収納率、徴収率等の推移と、児童クラブの

児童数及び利用料を掲載させていただいております。 

○宮嶋委員 

 前年度比で減額になっていますが、その理由を教えてください。 

○児童育成課長 

 平成２４年度から５、６年生の入所制限をすることから、年度当初の児童クラブの入所見込

みを２３年度１,９００人から２４年度１,８００人としたことから、児童クラブ利用料収入を

減額設定いたしております。 

○宮嶋委員 

 ４年生までとしたことで人数が減ったということですね。人数を減らす小学校４年生までに

したというところでいくと、延長保育の導入になりますが、３０分利用、１時間利用、それぞ

れ何件ぐらいになるのか教えてください。 

○児童育成課長 

 ３０分の利用が２月２８日時点で５７人、１時間延長が３２人の、計８９人でございます。 

○宮嶋委員 

 新しい制度が導入されるということで、当初お聞きしましたときは皆さん理解していただい

ておりますということでしたけども、こういう説明会とかについて何か特段に意見とか要望と

か、そういうものはありませんでしたか。 

○児童育成課長 

 ３月５日から１３日まで、全児童クラブで入所の説明会を実施いたしました。その中で特段

の意見もございませんでしたので、新年度からスムーズに時間延長等が実施できるものという

ふうに思っております。 

○委員長 

 次に、４３ページ、「市債の状況について」、宮嶋委員に質疑を許します。 

○宮嶋委員 

 今の市債の現況と特徴、そういうものを教えてください。 

○財政課長 

 市債の状況につきましては、予算資料の５３ページのほうに、資料№１５になりますが、各

会計ごとに平成２２年度から２４年度末の現在高見込みの表を掲載いたしております。 
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○委員長 

 次に、質疑事項一覧表以外の質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。歳入について質疑を終結いたします。 

次に、繰越明許費、債務負担行為、地方債についての質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑はないようですから、繰越明許費、債務負担行為、地方債についての質疑を終結いたし

ます。 

次に、総括質疑に入りますが、総括で質疑を予定されておりました宮嶋委員から取り下げが

出ておりますので、それを受けます。 

次に、質疑事項一覧表以外の質疑を許します。質疑はありませんか。 

○上野委員 

 お昼前に申しわけありません。質疑というよりも、昨日私が質疑いたしました中学生海外研

修事業費の項について、訂正並びにおわびを正式に申し上げておきたいと思います。まず最初

に、台湾が魅力的ではないというふうに誤解を与えたような発言があるとすれば、訂正してお

わびを申し上げます。またこの事業にかかわる私見を申し述べましたが、地理的な問題を考え

ればアジアの１つである台湾周辺国の驚異も肌で同調し合える部分もあるでありましょうし、

また新日を超えた愛国という国民感情があるというふうに担当部長からも答弁があっておりま

したので、そういった部分も心強いものではあるんではなかろうかと思います。また日程につ

きましても２週間のほうがいいんではないかと私は申し上げましたが、５日間のほうが参加し

やすいご家庭も確かにあるんではないかというふうに思います。また、参加人数につきまして

も今年度３１名だったということですが、もともと飯塚市の世帯の中でですね、この海外研修

事業に興味のある世帯がもしかすると４０世帯程度ではなかろうかなということも考え合わせ

ますと、数字だけを上げ繕うのもどうかなというふうに思います。まずこの事業については行

われるということはご存じでしょうけど、良さが広まってないのではないかなというふうにも

感じますので、良さを広めるためにはですね、参加された子どもさんたちの口コミですとか仲

間づくりが効果的だと思いますので、これ今年もですね、もし参加人数が少なければ、ある一

定割合を例えば２年間来てくださいというような一定割合をですね、そこに確保していただけ

れば、２年目に行かれる子どもさんたちが初めて参加される子どもさんたちのリーダー的な役

割を担われて、研修のあとの事後活動もより活発になるのではないかとも思います。海外の興

味や英語への関心が深まって、ひいては我が国の日本の良さも再認識されるんではないかなと

いうふうに思いました。子どもたちの将来のために、より効果的な事業発展のためにご尽力を

賜りたいというふうに思いますので申し述べて、またその結果、オーストラリアになりました

というのであれば、それはそれでありだと思っております。委員長お取り計らいありがとうご

ざいました。 

○委員長 

 他に質疑はありませんか。 

○宮嶋委員 

 いま訂正があったんで、私も昨日、文化会館の改修費８億円のところで必要なものは改修し

たほうがいいということで発言したつもりですけど、８億円を私が賛成してしまったというふ

うに取られていたら、またいろんな細かい議論が出てきたときに、あんたこの間、賛成したや

ないかと言われたら困るんで、そこはそこで個別に審議をさせていただきたいということを申

し述べたいと思います。よろしくお願いします。 

○委員長 

 他に質疑はありませんか。 
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（ な  し ） 

他に質疑はないようですので、総括質疑を終結します。 

以上をもちまして、「議案第２号 平成２４年度飯塚市一般会計予算」に対するすべての質

疑を終結いたします。 

暫時休憩いたします。 

休 憩 １１：５９ 

再 開 １３：１４ 

委員会を再開いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○宮嶋委員 

 それでは議案第２号 平成２４年度の一般会計予算に対して反対の立場から討論をいたしま

す。詳しくは本会議場で述べたいと思います。第１には不公平な同和行政が依然として行われ

ているというようなところが随所に見受けられまして、運動関係団体との協議だと、そういう

言葉とか出てくる中で、なかなか改革が進んでないという状況がありますので、これ１つを理

由にするわけではありませんが、こういうことで詳しくは述べますが、反対の態度をとらせて

いただきます。 

○委員長 

 他に討論ありませんか。 

○上野委員 

 議案第２号に対して賛成の立場から討論をさせていただきます。詳しくは本会議場で述べる

かどうかは分りませんが、質疑をさせていただきましたように中心市街地活性化に係る予算は、

本来事業内容がもう少し明確になって提案されるべきだと思います。とはいえ、商店街の活性

化に関わるソフト事業については１日も早く取り組みをされなければいけない問題だと思って

おりますし、これらの事業は社会資本整備総合交付金に一括されて含まれておりまして、この

部分のみを抜粋して予算の組み替えなどを要求することは妥当ではないというふうに判断を皆

でいたしました。しかし、今後中心市街地の活性化に係るハード事業に関しては、流動的な部

分が多々あると思いますので、その都度丁寧な説明を要望ではなく、要求をさせていただいて

討論とさせていただきます。 

○委員長 

 他に討論はありませんか。 

（ な し ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第２号 平成２４年度飯塚市一般会計予算」について原案どおり可

決することに賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙 手 ） 

賛成多数。よって本案は、原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第５０号 平成２４年度飯塚市一般会計補正予算（第１号）を議題といたしま

す。執行部の補足説明を求めます。 

○財政課長 

 それでは追加提案分の補足説明をさせていただきます。これも別に資料を配付いたしており

ます平成２４年度補正予算資料をお願いいたします。１ページをお願いいたします。それでは

１ページでございますが、今回の補正につきましては表の下のほうに記載をいたしております

ように、建設候補地が決定いたしました小中学校統合事業の経費を補正するため、一般会計で

３億３４００万円を追加いたしまして、予算の総額を５９０億８４００万円とするものでござ

います。２ページ以降に記載いたしております補正予算の概要についてご説明をいたします。 
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まず先に、歳出でございます。歳出では、潤野・蓮台寺・鎮西小中学校統合事業及び楽市・

平恒・穂波東小中学校統合事業にかかる造成工事調査測量設計委託料及び建設工事調査設計委

託料などの経費につきまして、小中学校及び併設いたします児童館、公民館に区分して計上い

たしております。なお、別途学校給食事業特別会計で計上しております自校式給食施設整備事

業費を合計いたしますと、今回計上いたします事業費総額は３億９４９８万５千円となってお

ります。 

歳入でございます。財源といたしましては、歳入の欄に記載をいたしておりますように市債

の合併特例債３億３４００万円を活用することとしておりまして、財源調整として歳出の欄に

なりますが、財政調整基金積立金を減額をいたしております。なお、今回補正後の合併特例債

の発行可能残高は３２９億５４３０万円、約３３０億円となります。一番下に繰越明許費を記

載しておりますが、今回補正しております各事業につきまして年度内の完了が見込めないため、

追加をするものでございます。以上で補足説明を終わります。 

○学校施設整備推進室主幹 

 続きまして、お手元のほうにＡ４版、横で印刷した資料をお配りさせていただいております。

平成２４年度第１回補正予算総括表と、それから施設敷地面積内訳を記載した表でございます。

今回の小中一貫校建設につきましては、施設の複合化を前提といたしておりますことから、そ

れぞれの施設につきまして、予算費目を分けて計上させていただいております。そのために、

なかなかそれぞれの事業についての総額が見えにくい部分がございますので、お手元に配付し

ておりますように、鎮西・穂波東、それぞれの中学校区におきます、今回計上させていただい

ております予算の内容、またそれぞれの施設ごとに、これは予算費目ごとになっておりますけ

れども、必要な経費について記載をさせていただいております。また、その下の施設敷地面積

内訳でございますけれども、これは昨年８月に発表させていただきました飯塚市小中一貫校建

設基本構想中間報告書、ここでご紹介をさせていただきましたそれぞれの校区の敷地としての

必要面積の記載でございまして、その敷地面積を算定するに当たりまして、施設ごとにどの程

度の面積が必要かというものを割り出しております。その内訳をご紹介させていただいており

ます。なお、この内訳の案分によりまして、上のほうの予算の配分は、これを基本に決定をさ

せていただいております。以上で説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○宮嶋委員 

 小中一貫校と言いながら、小学校費と中学校費、それぞれに事業費が計上されていますが、

この区分けというのはどういうふうにされているんでしょうか。 

○学校施設整備推進室主幹 

 小中一貫教育校と申しますので、１つの施設になるわけでございますが、しかし小学校と中

学校が一緒になるわけでございませんで、それぞれに現在と同じような形で学校については設

置されます。小学校は小学校として設置されますし、中学校は中学校として設置されます。そ

の施設が同じ場所に集まるというイメージをいただければいいかと思いますけれども、従いま

してそれぞれに必要な費用については別々に計上させていただいております。 

○宮嶋委員 

 共有の施設とか、そういうものがないということですかね。 

○学校施設整備推進室主幹 

 当然、共有できる部分については共有化を図るようにしてまいります。ただし、まだ今回計

上させていただいております予算が通過すれば、基本設計等に入ってまいりまして、そこの部

分が明らかになりますので、そこでまた共有部分等がどこまで図れるかということを見まして、

案分については考えていく予定にしております。現在はあくまでも想定で、それぞれにどの程
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度の面積が必要かということを前提に案分しておりますのでよろしくお願いしたいと思います。 

○宮嶋委員 

 あくまでも小学校費、中学校費というふうにずっと、同じ敷地の中にですけれども別々に建

つのでずっとあるということですね。これからの学校建設に向けてのスケジュールというか、

予定を教えてください。 

○学校施設整備推進室主幹 

 今後のスケジュールでございますが、これは第２次実施計画の中でも２７年度中に完成を目

指すということを前提にしております。従いまして、その建設に対しては約２年間、またその

前段といたしまして造成については１年間程度は必要ではないかというふうに見込んでおりま

すので、この２４年度中にある程度基本設計、そしてその後に続きます実施設計等を終わらせ

て２５年度中には造成工事に着手し、２６年、２７年と建設を進めていきたいというような大

まかな計画を立てております。 

○宮嶋委員 

 土地と近隣の住民の方への周知とか、そういうものはきちっともう終わっているんでしょう

か。 

○学校施設整備推進室主幹 

 その部分につきましては、候補地がやっと決まったような状態で、これから具体的な作業に

入ってまいります。それを２４年度中、早い時期に着手をいたしまして、２４年度中に何とか、

そこら辺の作業を終わらせよう（音切れ） 

○宮嶋委員 

 潤野・蓮台寺・鎮西の小中学校については大日寺火葬場の近くということで、地元からも懸

念の声も出ておりましたけど、その辺の意見収集とか、どんなふうになっていますか。 

○学校施設整備推進室主幹 

 ただいま斎場の近くということで、地域の方の懸念というふうに言われましたが、私どもが

知り得る範囲では地域の方からそのような懸念の声は聞いておりません。むしろ私どもが迷惑

施設の近くにというようなことも心配しておりました。が、なぜそうなるのかと、逆にご意見

をいただいておるようなことでございまして、まあ地域の方と言いましても全員に聞いたわけ

ではございませんが、現在そのように否定的なご意見はございません。 

○宮嶋委員 

 予算から外れると思いますが、一緒に始めた幸袋・目尾小中学校のほうは今どういうふうに

なっているのか、お聞きしていいですか。 

○学校施設整備推進室主幹 

 まだ議会のほうへ候補地が決まりましたというようなご報告はできておりませんけれども、

地域の皆さんのご協力を得て、鋭意現在候補地の選定について協議を進めております。来週に

もまた協議を行うという予定にしておるところでございます。 

○宮嶋委員 

 まだ決まってないということですね。学校が動くということでは、いろんな地域が変わると

いうことで、いろんな声があると思いますので、慎重にやっていただきたいというふうに思い

ます。 

○委員長 

 他に質疑はありませんか。 

（ な し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○宮嶋委員 
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 詳しくは本会議場で述べますが、一応、小中一貫校については疑問がありますので反対の態

度を取らせていただきます。 

○委員長 

 他に討論はありませんか。 

（ な し ） 

討論を終結いたします。 

採決いたします。「議案第５０号 平成２４年度飯塚市一般会計補正予算（第１号）」につ

いて、原案どおり可決することに賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙 手 ） 

賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

正副委員長を代表いたしまして、一言お礼申し上げます。本特別委員会は委員並びに執行部

の皆さんの熱心な審議を経て、予定通り審査を終了することができました。ご協力ありがとう

ございました。今回は、１５０件を超す多くの質疑通告がありましたが、委員、執行部の皆さ

ん共に短い期間でしっかりと準備をしていただき、十分な審査が出来たものと思います。特に

大量の資料作成など執行部の皆さんには通常業務に加えての作業をお願いしておりますので、

それらにつきましては、委員の皆さん、しっかりと今後の議会での活用をお願いいたします。 

さて、委員会審査の中で各委員から指摘なり要望が多々あっておりましたが、執行部におか

れましては、この意を酌んでいただき、市民福祉の向上のため、また市政発展のためにご尽力

いただきますようお願いいたします。本日はお疲れさまでございました。 

これをもちまして平成２４年度一般会計予算特別委員会を閉会いたします。皆さんお疲れさ

までした。 


